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ＮＨＫ情報公開の平成１９年度の実施状況は、次のとおりです。 

 

○ 本部・全国の放送局において、来局と郵送を合わせて、１８７件（前年度比△１９件）の情報公

開の求めがありました。このうち、「開示の求め」として受け付けたものが４４人（前年度比△３

人）の視聴者による１０９件（前年度比△２３件）、窓口対応や郵送により情報提供したものが  

７８件（前年度比＋４件）でした。１０９件のうち６２件は３人の視聴者からで、全体の過半数

となっています。 

１０９件の内訳  経営一般   ３１件  放送         ９件     営業       ５９件 
技術         ２件   広報･事業  ３件     総務･経理   ５件 

○ 情報公開ホームページへのアクセス数は、平成１９年度の１年間で約４２．６万ページビューで

した。（前年度比△４．３万） 

 
 
（参考） 
・平成１３年７月の開始以来では、情報公開の求めは、９４１人の視聴者による１３７５件。 
・このうち、「開示の求め」として受け付けたものが６８５件（２７５人）、窓口対応や郵送により情
報提供したものが６９０件。 
 



 2 

１.（情報提供） 
全国の放送局・支局・営業センター等の窓口に備え置いて視聴者の閲覧に供する「備え置き公開文書」は、平成２０年３月末現在で、６１文書となっています。 

◆ ◆備え置き公開文書◆◆ 

  【経営一般に関するもの】      【放送・技術に関するもの】 

1 経営委員会議事録  23 業務委託契約要領  46 中央放送番組審議会議事概要   
2 理事会議事録  24 番組制作委託取引に関する自主基準  47 地方放送番組審議会議事概要   
3 業務報告書および監事の意見書  25 関連団体運営基準  48 国際放送番組審議会議事概要   

4 決算書（財産目録、貸借対照表及び損益計算
書）および監事の意見書  

 26 関連団体の業務監査の結果について  49 国内番組基準 

5 連結決算報告書  27 関連団体事業活動審査委員会の活動結果に
ついて 

 50 国際番組基準 

6 日本放送協会定款  28 ＮＨＫと関連団体との取引について  51 国内放送番組編集の基本計画 
7 予算書（収支予算、事業計画及び資金計画）  29 関連団体事業活動審査委員会規程  52 国内放送番組編成計画 

8 収支予算、事業計画、資金計画に関する説明
資料 

 30 子会社・関連会社の役員一覧  53 各地方向け地域放送番組編集計画 

9 経理規程  31 環境報告書  54 国際放送番組編集の基本計画 
10 役員の報酬支給基準  32 ＮＨＫことしの仕事  55 国際放送番組編成計画 
11 職員の給与の支給の基準および支給額等 
12 ＮＨＫ新放送ガイドライン 

 33 
ＮＨＫの新生とデジタル時代の公共性の追及 
平成１８年度～２０年度ＮＨＫ経営計画  56 月刊「放送研究と調査」 

13 放送番組補完インターネット利用計画  34 デジタル時代のＮＨＫ懇談会報告書  57 技研「研究年報」 
58 ＮＨＫ技研Ｒ＆Ｄ 14 ＮＨＫの情報公開のあり方に関する提言  35 ＮＨＫ“約束”評価報告書  
  

15 ＮＨＫ情報公開基準  36 ＮＨＫコンプライアンス委員会 最終答申   【営業に関するもの】 
16 ＮＨＫ情報公開規程  37 ＮＨＫ視聴者サービス報告書 ２００７  59 放送受信規約 
17 ＮＨＫ個人情報保護方針  38 視聴者意向の業務への反映事例  60 放送受信料免除基準 
18 ＮＨＫ個人情報保護規程  39 年間視聴者意向集約  61 放送受信契約数統計要覧 

19 報道・著述・学術研究分野に係る個人情報保
護規程 

 40 ＮＨＫ新生プラン    

41 「ＮＨＫ倫理・行動憲章」「行動指針」 
20 
ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会規
程  

42 「芸能番組制作費不正支出問題」等に関する
調査と適正化の取り組みについて 

 
 
 

※   はホームページにも掲載しているも
の。番号の  は１９年度から新たに備え置い
たもの。 

21 ＮＨＫ情報公開・個人情報保護対応マニュアル 43 日本放送協会報 
22 業務委託基準 

 
44 ＮＨＫ年鑑 

 
 
 

 

   45 データブック世界の放送    
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２．「開示の求め」 
 

（１）「開示の求め」に対する検討結果 

「開示の求め」に対しては、前年度からの継続案件３件を加えた１１２件のうち、１１１件について検討を終えました。 

また、開示､不開示の判断は、１件を除き、期間内（３０日以内）に処理されています。 

 
平成１９年度検討結果（前年度からの継続案件３件を含む） 

区  分 対象外 開   示 不開示 検討中 

件  数 １１件 ６９件 ３１件 １件 

備 考 
うち、情報提供

４件 

うち、一部開示  

１４件   

 

 

 

 

 

 
 

文書不存在 業務支障 個人情報 守秘義務 保安支障 

27件 3件 4件 3件 1件 

（不開示事由） 

注：事由が複数該当する場合があり、合計は一致しない。 
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（２）開示率 
 
平成１３年７月から平成２０年３月末までの開示率は次のとおりです。 

 

 

 

件数 対象外 開示 不開示
19年度 109 111 11 69 31 69
累計 685 684 114 402 168 71

開示の求め
検討結果

年度 開示率(%)

 
 

            

開示率の推移
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（３）開示の求めの概要   （注：例示は下半期に受け付けた「開示の求め」） 
  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/10/4 本部 

 

廃止の内訳について、①受信機器の故障による、②受信機器の廃棄による、

③他にあれば当該理由 

不開示 

   不開示 

2007/10/11 本部 

 

世帯による契約のケーブルＴＶ（都道府県別）・非ケーブルＴＶ別（契約）

の数（Ｈ１４～１８年度） 

不開示 

2007/10/12 本部 

 

コンプライアンス事例集の作成計画もしくは予定表 不開示 

2007/10/15 水戸 

 

受信契約率を計算する為に使用している推計テレビ普及数を何％で計算して

いるかがわかる文書 

開示 

 

2007/10/15 水戸 

 

全国の事業所、事業者、ホテル等の個人世帯以外の推計有料対象テレビ数と

受信契約数がわかる過去１０年間の数字 

開示 

 

2007/10/18 本部 

 

過去１０年間の推計衛星放送テレビ普及数、推計有料対象テレビ数、衛星放

送受信契約数 

開示 

 

2007/10/18 本部 

 

過去１０年間の推計テレビ普及世帯数、推計有料対象世帯数、契約世帯数 開示 

 

2007/10/18 本部 

 

過去１０年間の衛星放送の受信契約率 開示 

 

2007/10/18 水戸 

 

受信料免除対象の世帯、施設等の名称と過去１０年間の免除件数の内訳の数

字及び免除件数 

開示 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/11/2 福岡 

 

平成１６年度、１７年度、１８年度の収支決算書 

上記年度の経営委員会の予算執行率 

内訳 開催日、出席者数、開催時間（何時～何時）、開催場所とその電話番 

号、１回の総経費（日当、旅費、諸経費） 

開示 

 

2007/11/9 本部 

 

国内素材提供料金表 開示 

 

2007/11/9 本部 

 

番組使用料の確認書 

（二次使用料率） 

一部開示 

 

    

2007/11/27 本部 

 

弁護士費用に関して 

（年間の顧問料、訴訟に関する契約、一連の受信料訴訟の契約内容） 

一部開示 

2007/11/27 本部 

 

特別収納スタッフに支払うマージンに関して真偽の分かる文書 開示 

 

2007/12/28 本部 

 

請求日現在から一年以内のものでＮＥＰ及びＮＴＳが作成する娯楽番組の撮

映の際の整備費、撮映協力費、興業師に支払う費用、地元対策費、地元協力

費は暴力団への資金源となる可能性があり、念のため領収書あるいは支払明

細書が欲しい 

対象外 

2007/12/28 本部 

 

請求日から１年以内のもので、ＮＨＫの外からの編集番組を放映権を購入す

る際の見積・受注の金額・入札（企業からの書類）を印した書類 

対象外 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/12/28 本部 

 

防犯パトロールと称して資金提供をうけて自治会パトロール住民が右翼団体

とともに活動している（地域がある（調査中））が、本行為は警備業法違反

の可能性があるが、ＮＨＫも防犯パトロールと称して資金提供をうける右翼

団体とＮＨＫ職員が万が一活動したとされば、その行為を合法であることを

検討した書類 

対象外 

2007/12/28 本部 

 

大半の右翼団体が実態として暴力団であるという実態があるが、ＮＨＫ及び

子会社より右翼団体に資金提供を取材活動の際に行っているとすれば、政治

資金規正法違反となる可能性があり、実態として暴力団に資金提供があると

すれば組織犯罪処罰法などの可能性があるので念のため調べたいのでＮＨＫ

が取材・防犯パトロールと称して資金提供をして右翼団体と活動することを

合法とするとの見解を示した書類 

対象外 

2007/12/28 本部 

 

請求日から１年以内のもので、ＮＨＫが放映権を買いとった番組について制

作子会社が外部スポンサーから協力費、スポンサー費を番組制作のために受

けているとすれば事実上ＮＨＫによる公共放送の放送枠やＣＭの売買が禁止

とされている法律の抜け穴となっている可能性があり、ＮＨＫの放映権買い

とり番組についての（子会社に対して）外部スポンサーや協力費の存在の有

無について念のため調べたい、領収書を請求したい。 

対象外 

2007/12/28 本部 

 

請求日から１年以内の資料を請求したい。ＮＨＫ受信料からＮＨＫ職員年金

への資金流用が万が一あるとすれば、放送法違反の可能性がある。念のため

確認したいので、ＮＨＫの年金の実態を示す資料を請求したい。 

年金予算資料（収支資料） 

開示 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/12/28 本部 

 

ＮＨＫ本体とＮＨＫプロモーション（新聞社と美術館）が共催する美術展は

放送と放送に附帯した業務以外の業務を禁止した放送法に違反する可能性が

あり念のために調べたい。過去３年以内のものでＮＨＫの本行為が放送法に

触れない根拠を示す書類 

開示 

 

2007/12/28 本部 

 

ＮＨＫとＮＨＫ子会社が開催するイベント（美術展など）について万が一入

場料収入を個人口座にて管理するとすれば、会計監査上問題となる場合があ

る。請求人はこの様な実態がない前提で念のために確認したい。個人口座で

収入管理を万が一でもしたとすればそれを改善を指示したＮＨＫの書類 

不開示 

 

2008/1/18 本部 

 

橋本会長の職員時代の退職金及び、会長退任に伴い予定されている退職金額 不開示 

 

    

2008/1/18 本部 

 

ＮＨＫ役員各自の退職金（予定額） 一部開示 

2008/1/18 本部 

 

２人の経営委員が配布した「備忘録」 対象外 

2008/1/18 本部 

 

衛星放送の再送信に関して有線放送事業に対してスクランブルを禁止してい

る根拠 

開示 

 

2008/1/18 本部 

 

平成１７年度に発行した謝礼に関して 

 「謝礼金」「謝礼品」「商品券類」の各発行額 

 団体へ発行している場合は発行した団体名 

不開示 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2008/1/24 本部 

 

１９４６（昭和２１）年１月２２日に開催された「放送委員会（顧問委員会）

の会議録（発言録） 

対象外（情報提供） 

2008/1/28 本部 

 

基地助成金（ＮＨＫ放送受信料の補助制度）により、ＮＨＫが国から受け取

っている金額。２００３年１月から２００７年１２月分までの月額推移を開

示して下さい。※ 

 ※都道府県別に分類して、月額推移を開示して下さい。 

不開示 

2008/2/11 本部 

 

茨城県久慈郡里美町のＨ１２年～Ｈ１６年の受信契約数と衛星放送契約数の

開示 

開示 

 

2008/2/11 本部 

 

２人以上世帯のテレビ普及率９９％、単独世帯等のテレビ普及率９５％との

回答をもらっているが、どのような調査の数字をもとに算出いるのかがわか

る文書 

不開示 

 

2008/2/25 本部 

 

受信料の訴訟費用に関して 

 和解に至った訴訟の契約内容及び実際に支払った費用 

 異議申し立てを行った世帯の訴訟の契約内容及び実際に支払った費用 

不開示 

2008/2/25 本部 

 

情報管理に関する規定 開示 

 

2008/2/25 本部 

 

平成１７年度に定年退職した職員数と退職金の総額 開示 

 

2008/2/25 本部 

 

平成１７年度に支給した職員の賞与の総額 開示 

 



 10 

 

  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2008/2/25 本部 

 

職員の処罰規定（処罰の基準も含む） 開示 

 

2008/2/26 本部 

 

世帯契約率の推計根拠（平成２０年１月末、もしくは直近のもの） 

 ※総世帯数、免除など無料契約対象数、有料契約対象世帯数、世帯契約数、

世帯契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

世帯契約率の推計根拠 

（平成１９年１月末、もしく平成１９年３月末のもの） 

 ※総世帯数、免除など無料契約対象数、有料契約対象世帯数、世帯契約数、

世帯契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

世帯契約率の推計根拠（平成１８年１月末） 

 ※総世帯数、免除など無料契約対象数、有料契約対象世帯数、世帯契約数、

世帯契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

受信契約者の状況＜平成２０年１月末もしくは直近のもの＞ 

 ※「受信契約数」「不祥事に伴う支払い拒否・保留件数」「口座振替利用

中止に伴い訪問集金になり、面接困難などによる未納状態件数」「経済的な

理由や制度批判、長期不在などによる滞納件数」がわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

受信契約者の状況＜平成１９年１月末もしくは３月末＞ 

 ※「受信契約数」「不祥事に伴う支払い拒否・保留件数」「口座振替利用

中止に伴い訪問集金になり、面接困難などによる未納状態件数」「経済的な

理由や制度批判、長期不在などによる滞納件数」がわかる文章 

開示 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2008/2/26 本部 

 

受信契約者の状況＜平成１８年１月末＞ 

 ※「受信契約数」「不祥事に伴う支払い拒否・保留件数」「口座振替利用

中止に伴い訪問集金になり、面接困難などによる未納状態件数」「経済的な

理由や制度批判、長期不在などによる滞納件数」がわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

法人・事業所契約率の推計根拠（平成２０年１月末、もしくは直近のもの） 

 ※総事業所数、有料・事業所契約対象母体数、契約対象テレビ設置台数、 

法人・事業所契約数、法人・事業所契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

法人・事業所契約率の推計根拠（平成１９年１月末、もしくは平成１９年３

月末のもの） 

 ※総事業所数、有料・事業所契約対象母体数、契約対象テレビ設置台数、 

法人・事業所契約数、法人・事業所契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

法人・事業所契約率の推計根拠（平成１８年１月末） 

 ※総事業者数、有料・事業所契約対象母体数、契約対象テレビ設置台数、 

法人・事業所契約数、法人・事業所契約率などが記載されている文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

受信料の契約率を「世帯契約率」と「法人・事業所契約率」を別々に公表で

きるようにしたのはいつからかがわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

受信料の世帯契約と法人・事業所契約数をどのような基準で分別しているの

かがわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

平成１８年３月３０日参議院総務委員会で、民主党蓮舫委員がＮＨＫに対し

て配った文章 

 ※ 総務委員会の答弁内容から推理して、文章の内容は受信料の法人・事

業所の契約対象総数や契約率、ホテルや病院の契約率やテレビ設置平均台数

などが記載されていると思われます。 

開示 
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  は検討中   は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2008/2/26 本部 

 

受信料の「学生契約」についてわかる文章 

 ※今は廃止になったかもしれないが、ＮＨＫは親元から離れて単身で生活

している学生を対象に、夏休みなどの不在期間、テレビが設置されているに

も関わらず受信料の支払いを免除しているが、どのような根拠で受信料を免

除しているのかわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

受信料の「季節契約」についてわかる文章 

 ※今は廃止になったかもしれないが、ＮＨＫは主にホテルや旅館などの宿

泊施設に対して、宿泊客が少ない閑散期などを対象に、テレビが設置されて

いるにも関わらず受信料の支払いを免除しているが、どのような根拠で受信

料を免除しているのかわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

ＮＨＫは５年に一度、法人・事業所のテレビ設置状況を、外部調査機関に依

頼して調査していると国会で答弁しているが、その調査項目がわかる文章 

※法人・事業所に対して、どのような質問をしているのかわかる文章 

開示 

 

2008/2/26 本部 

 

 臨時放送関係法制調査会の報告があった昭和３９年度末の受信料の契約率

が何パーセントだったのかがわかる文章 

不開示 

2008/2/26 本部 

 

 臨時放送関係法制調査会の報告があった昭和３９年度末の受信料の支払い

率が何パーセントだったのかがわかる文章 

不開示 

 

2008/3/19 本部 

 

ＮＨＫおよび関連団体の役職員の給与について、 

 ＮＨＫについては、職種別の平均給与、年齢、人数、 

 関連団体は社長、役員、社員の給与、年齢と、ＮＨＫ職員の比率 
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３．ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会 
 
「ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会」は、視聴者から、ＮＨＫが行った一部開示または不開示の判断に対して「再検討の求め」

が出された場合に、中立的・客観的な立場からＮＨＫの判断をチェックする第三者機関です。委員は５人で、会長が経営委員会の同意

を得て、部外の有識者の中から委嘱します。任期は２年で、再任可能です。 

 
（１）委員 
 
平成２０年３月末現在、次の方々に委員を委嘱しています。 
 

委員長 大島 崇志 氏 （弁護士・平成１９年７月１日委嘱） 

委員長代行 佐藤 ギン子 氏（（財）女性労働協会名誉会長・平成１９年７月１日委嘱） 

委員 宍戸 常寿 氏 （一橋大学大学院法学研究科准教授・平成１８年５月１日委嘱） 

委員 那部 吉正 氏 （前日本記者クラブ専務理事・平成２０年３月１日委嘱） 
   委員    宮内  忍 氏 （公認会計士・平成１９年７月１日委嘱） 
 

 

 

（２）開催回数 
 
１９年度、審議委員会は１９回開催されました。 
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４．「再検討の求め」 
 

（１）受付状況 
 

 平成１９年度に、再検討の求めの受け付けは１４件ありました。 
 

（２）審議状況 
 

審議委員会は、１９年度、前年度からの継続案件も含め、２５件について審議し、２２件について答申を行いました。 
ＮＨＫは、全ての案件について、審議委員会の答申どおりの最終判断を行いました。 
 

 

平成１９年度受付・審議案件（２５件）（前年度からの継続案件を含む） 
 

審議結果 件数 答申番号 

不開示ではなく一部開示・開示が妥当 ２件 ７３号・７５号 

一部開示の範囲をより広げることが妥当 １件 ６５号 

当初判断どおり一部開示・不開示が妥当 １９件 

５６号・５７号・５８号・５９号・６０号・６１号・６２号・

６３号・６４号・６６号＊・６７号・６８号・６９号・７０号・

７１号・７２号・７４号・７６号 

審議中 ３件  
 

（＊は、２案件についてまとめて答申） 
 
 
    ※ 答申はＮＨＫオンラインホームページにも掲載しています。 
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（３）「再検討の求め」の概要 

 

諮問
番号
再検討の求め
受付日 諮問日 答申

番号 答申日 事案の概要 審議委員会の意見の内容

56 2006/5/8 2006/9/14 56 2007/4/26 連結決算の利益処分案、交際費等の損金算入に関する明細書 当初判断どおり一部開示が妥当

65 2006/8/22 2007/3/8 57 2007/4/26 ビール券購入額一覧　Ｈ１３～Ｈ１７年度　部局別一覧 当初判断どおり不開示が妥当

66 2006/10/20 2007/3/8 58 2007/5/10 ウィキペディアへの荒らし行為について 当初判断どおり不開示が妥当

67 2006/10/31 2007/3/22 61 2007/6/28 受信料徴収に関しての米軍との交渉記録 当初判断どおり不開示が妥当

68 2006/10/31 2007/3/22 65 2007/11/1 協会が主催した美術展の詳細（入場者数、収支）等 一部開示の範囲をより広げることが妥当

69 2007/1/24 2007/4/5 59 2007/5/10 大麻不法所持で逮捕された職員の勤務日数と支払った給与 当初判断どおり不開示が妥当

70 2007/2/15 2007/5/10 60 2007/6/14 特定個人のＮＨＫ受信料支払状況 当初判断どおり不開示が妥当

71 2007/2/15 2007/5/10 66 2007/11/1 督促手続きにかけた弁護士費用、今後の督促手続きに要する弁護士
費用

当初判断どおり一部開示が妥当

72 2007/2/15 2007/5/10 66 2007/11/1 支払い督促の実施にあたり、弁護士に支払った報酬 当初判断どおり一部開示が妥当

73 2007/2/24 2007/5/24 64 2007/10/11 ＵＨＦ波の放送電波による周辺住民への電波障害に関する資料 当初判断どおり不開示が妥当

74 2007/3/30 2007/5/24 「秋葉原タワー直下における電子機器への妨害実験」の資料

75 2007/5/14 2007/7/12 62 2007/9/26 橋本会長が2006年度に自民党総務部会に出席した日付と内容ほか 当初判断どおり不開示が妥当

76 2007/6/23 2007/7/12 63 2007/10/11 ソウル支局長の不適切経理で使用された経費の目的別割合 当初判断どおり一部開示が妥当

77 2007/6/23 2007/7/30 69 2007/11/1 コンプライアンス徹底等についての厳重注意文書 当初判断どおり一部開示が妥当

78 2007/6/5 2007/9/26 67 2007/11/1 平成8年8月、平成9年3月当時、私に発行した契約書の控え 当初判断どおり不開示が妥当

79 2007/7/18 2007/9/26 68 2007/11/1 これまでに私が貴局に対して支払ったという金員について 当初判断どおり不開示が妥当

80 2007/9/12 2007/10/11 75 2008/3/13 値下げを検討した文書 不開示ではなく開示が妥当

81 2007/9/26 2007/11/1 70 2007/12/13 既契約者の不払い世帯及び未契約世帯の過去5年の理由別内訳 当初判断どおり不開示が妥当

82 2007/10/12 2007/11/22 73 2008/2/14 ウィキペディアへの荒らしを調査した記録 不開示ではなく一部開示が妥当

83 2007/10/12 2007/11/22 76 2008/3/13 インターネットの利用記録 当初判断どおり不開示が妥当

84 2007/10/15 2007/11/22 71 2008/2/14 過去10年間の衛星放送受信料免除世帯数とその内訳の開示 当初判断どおり不開示が妥当
85 2007/11/3 2007/11/22 72 2008/2/14 契約廃止の理由別内訳 当初判断どおり不開示が妥当

86 2007/10/22 2008/1/10 74 2008/2/14 ＮＨＫが自らの組織文化を分析した文書 当初判断どおり不開示が妥当

87 2007/12/12 2008/2/28 番組使用料の確認書
88 2008/2/25 2008/3/13 橋本会長の退職金等


